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１．日吉の歩み
　弊社は日本最大の湖、琵琶湖がある滋賀県で 1955
年に創業、今年で 65 年目を迎えた。戦後まもなく「公
衆衛生」が社会問題として混沌とする中、廃棄物収集
運搬から環境保全事業を開始。日本の復興とともに、

「公害」「環境」「生態」「共生」と、変遷する時代の兆
しを見つめ、環境測定分析や食品成分分析、インフラ
施設の維持管理、工業薬品販売を手掛け、それらの環
境課題対策に科学的に取り組み、トータルソリュー
ションサービスを実現しながら現在に至っている。
　経営理念は、「社会立社・技術立社」。環境問題は裾
野が広く、多くの技術で多面的にアプローチしないと
解決することができない。よって弊社は、2,000 以上
の個人資格に支えられた 90 種類以上の事業許認可を
有している。
　1950 年代からの日本経済の高度成長とともに琵琶
湖の水質汚濁が悪化し危機的状況に至った。滋賀の地
元企業である弊社は、県民や行政、大学の方々との産
官学民連携の先駆けを構築し、水質分析や排水処理、
水環境保全などの対策に深く関わった。地元の主婦団
体らが中心に活動した琵琶湖の富栄養化対策のきっか
けとなった「せっけん運動」も水質分析などで連携支
援し、琵琶湖のみならず周辺河川の水環境改善に大い
に貢献した。現在もなお「マザーレイク」である琵琶
湖を共通シンボルとして、産官学民の環境保全活動に
継続的かつ積極的に深く関与している。
　例えば「しが水環境ビジネス推進フォーラム」には
発足検討段階から参画し、滋賀県の産官学民連携の環
境保全活動実績と手法を「琵琶湖モデル」と称し、水
環境汚染などで課題を抱える開発途上国を中心に紹介
し普及する活動にも貢献してきた。

2．日吉の国際事業
　1989 年から「環境問題に国境なし」という考えの
もと、急激な経済発展の裏で環境問題が年々深刻化し

ていた中国やインド、東南アジアなどの国々を中心に
海外研修生を受け入れ、各国の社会的環境意識の向上
と環境エキスパートの育成に力を入れてきた。今では
世界 36 カ国から総勢 1,000 名以上の海外研修生受け
入れの実績を持つ。
　また 1990 年から、各国からの環境技術指導・環境
セミナーの開催要請に伴い、日本政府の各種団体が実
施する様々な環境保全プログラムに分析検査技術や環
境保全の現地指導、環境セミナーの講師として、イン
ド、ベトナム、イラン、タイなど 10 カ国、延べ 20 回、
当社の環境技術専門家を派遣してきた。
　その国際貢献活動は 2010 年に転機を迎えた。ボラ
ンティアとしての各種活動だけでは現地の環境問題解
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決には不十分との実感を強めた弊社は、国際貢献に加
え海外ビジネスよる相乗効果の発揮を模索し始めた。
　その契機となったのがある海外研修生からの「帰国
しても、私たちには日吉のように働ける環境がない」
という一言である。多くの海外研修生は帰国後に自ら
のスキルを活かせる場所がないことに悩んでおり、こ
の発言が弊社の経営者の心を大きく動かした。
　弊社はまず、最多海外研修生受け入れ国で人的関係
も深いインドにおける事業化を模索し、現地企業や日
系製造業を顧客対象として、環境分析と排水処理施
設の維持管理を行う「日吉インディア（Hiyoshi India 
Ecological Services Private Limited）」 を 2011 年 に
チェンナイに設立した。弊社で環境研修を受けた現地
研修生をスタッフとして優先的に雇用し働ける環境整
備を実現するとともに、現地における環境問題を解決
する事業を継続活動中である。
　2010 年代には中国において、国家環境分析測試中
心や浙江大学と共同実験室の設立をし、ダイオキシン
類の排出規制に関連する生物検定法の共同研究調査を
実施、最先端のバイオアッセイを用いたダイオキシン
類測定検査について現地での有効性・適応性の検証に
着手した。世界での早期普及と世界標準化を狙って、
経済産業省の支援を受けながら同バイオアッセイ法の
国際標準（ISO）化にも取り組んでいる。
　ベトナムにおいても国際協力機構 (JICA) の草の根
活動や中小企業支援の案件化調査の実施を通じ、同国
の環境改善と環境教育に関する取り組みをしながら、
事業展開を検討しているところである。
　
3．日吉の地域貢献
　地域貢献として地元小学生対象の環境教育の実績も
高く評価され、2002 年には第一回渋沢栄一賞を受賞
した。

　一方、災害の復興支援では、阪神・淡路大震災、新
潟県中越地震、東日本大震災等にて、廃棄物収集や飲
料水給水、水道消毒液提供、水質分析協力などの面で
各被災地のライフライン確保に尽力し、昨今のコロナ
禍においては事業を止めることなくエッセンシャル
ワーカーとして、地元住民の生活環境の維持継続に務
めている。

4. おわりに
　弊社の国際事業は、まだ緒に就いたばかりで道半ば
ではあるが、現地国でも「社会立社・技術立社」の社
是を継承し、現地環境ビジネス雇用と環境改善に貢献
する事業継続を推進する。
　国内では今後も地域社会貢献活動を継続し、近江商
人の理念「三方よし」を受け継ぐとともに、SDGs の
観点から世界規模で持続可能な社会環境の実現を目指
し、次世代の人材育成にも注力した「次世代よし」を
加えた「四方よし」の実践を行い、100 年企業を目指
していく。

東日本大震災復興支援参加




